
 

東京都専門医認定支援事業質疑応答集 

 

１．地域医療に配慮した研修プログラムの策定について 

・ 補助対象となる専門研修プログラムについては、翌年度から研修を開始する

プログラムに限定されるのか。 

  → 翌年度から研修を開始するプログラムに限らず、翌々年度から研修を開始す

る専門研修プログラムも対象となります。 

・ すでにプログラムについては策定済であり、日本専門医機構において認定を

待つ専門研修プログラムについても補助対象となるのか 

→ 今年度に補助対象となる経費が生じない専門研修プログラムについては、補

助対象外となります。ただし、日本専門医機構等において、修正等を求められ、

当該修正等により補助対象となる経費が生じた場合は、補助対象となります。 

・ 「初期診療が地域で幅広く求められる診療領域」とあるが、19の基本領域の

内であれば認められると考えてよいか？ 

→ そのとおりです（研修プログラムの策定支援については、基本領域を補助対

象とします）。 

・ 「都市部と地域（へき地・離島など東京都内の医師不足地域）をローテーショ

ンする内容のプログラム」とあるが、「都市部」の範囲は具体的にどういった

ものか。 

→ 「都市部」には、へき地・離島を除く東京都内の全ての地域を含むものとし、

医師不足地域であるか否かを問いません。 

  なお、東京都内の「へき地・離島」とは、別紙１のⅠ ４．に示した地域の

うち、以下の各地域をいいます。 

   ①（３）西多摩保健医療圏のうち、檜原村及び奥多摩町 

   ②（７）島しょ保健医療圏の全ての町村 

・ 実施要綱にいう医師不足地域における研修先の「施設」には、基幹施設も含

まれるのか。 

→ 都内の医師不足地域における研修先の施設には基幹施設も含まれます。ただ

し、地域医療に配慮した形でのプログラム策定を支援する本事業の趣旨を踏ま

え、医師不足地域での研修が基幹施設だけで完結するプログラムは補助対象外

とします。 

・ 都外の病院を含む研修施設群を構成した場合も、本事業の補助対象となるの

か。 

→ 実施要綱第３条第１項各号に定める要件を満たしていれば、研修施設群に都

外の病院を含むか否かに関わらず、本事業の補助対象となります。 



・ 作成したプログラムについては、作成後に日本専門医機構の認定を受ける必

要があるか。また同機構に申請して結果的に認定されなかった場合はどうか。 

→ 日本専門医機構へ専門研修プログラムの申請をしていただく必要がありま

す。申請の結果、認定されなかった場合であっても補助の対象になりますが、

その後に必要な修正等を加えて、最終的には認定を受けてください。 

 

・ 今回の補助金の対象は新規のプログラムのみが対象か？それともプログラム

の更新やブラッシュアップ、リニューアルも対象と考えてよいか？ 

→ 既存プログラムの更新等であっても、地域医療に配慮した整備指針等に沿っ

た内容への変更を検討しているのであれば、それにかかる経費は対象とします。 

 

２．指導医の派遣等について 

・ 補助対象となる専門研修については、今年度から研修を開始するプログラム

に限定されるのか。 

  → 指導医の派遣等については、今年度から研修を開始する基本領域プログラム

を想定していますが、サブスペシャリティ、又は学会主導で行われている既存

の専門研修であっても、地域医療への貢献が認められるならば、補助対象とな

るものです。 

・ 派遣、出張指導の定義はどのようなものを想定しているのか。 

→ 本事業にいう派遣とは、常勤又は非常勤にかかわらず、派遣元病院から、派

遣先病院に採用等による異動をいい、出張指導とは、身分は派遣元病院等に残

しつつ、短期間、医師不足の病院にて専門医研修の指導を行うことをいいます。 

・ 既に派遣先病院に診療を目的として指導医クラスが派遣されていた場合で

あっても、今回、専門研修の指導医として、派遣される医師が交代する場合等

は、補助対象となるのか。 

→ 派遣目的が専門研修の指導であって、医師の交代があれば、補助対象となり

ます。 

・ 既に派遣先病院に指導医が派遣されていた場合であって、今回、専門研修の

指導医が追加で派遣され、派遣先病院の指導医が増加した場合等は、補助対象

となるのか。 

→ 派遣先病院の専門研修の指導体制の強化に資することであれば、補助対象と

なります。 

・ 派遣、出張指導される医師は、事前に特定されている必要があるのか。 

→ 事前に医師を特定のうえ補助申請する必要がありますが、結果的に人選が変

更する場合があっても、差し支えございません。 

・ 派遣対象となる指導医については、学会認定指導医に限定されるのか。 

→ 指導医は、基本領域プログラムに限らず、サブスペシャリティ又は学会主導



で行われている既存の専門医資格において、専攻医を指導できる医師になりま

す。学会認定指導医等の資格の要否は、当該専門医研修に規定される要件等に

依るため、必ずしも必要となるものではありません。 

・ 都道府県をまたいだ派遣であっても、本事業の補助対象となるのか。 

→ 都外へ派遣する場合は本事業の補助対象となりません。 

 

３．へき地・離島等の医療機関における総合診療研修の促進支援 

・ 補助対象となる専門研修については、今年度から研修を開始する日本専門医

機構認定のプログラムに限定されるのか。 

  → 今年度から研修を開始する総合診療専門研修プログラムに限らず、学会主導

で行われている既存の総合診療医に係る専門研修も対象となります。 

・ 事業の実施主体は、基幹施設という理解でよいか。 

→ そのとおりです。 

 

４．補助額、積算（研修プログラムの策定支援） 

・ プログラム作成に係る経費の基準額はいくらか。 

→ １つの領域あたり 1,814千円を基準額とします。 

・ プログラム作成に係るどのような経費が補助されるのか。 

→ 専門研修プログラム作成には、作成を担当する医師の人件費や事務職員の雇

上、また研修施設群内での連絡調整旅費等の経費がかかることを想定しており、

そのための経費を補助します。 

・ 支出予定額明細書の人件費について、例えば年間の人件費 1,000万円の常勤

職員が、うち半年をプログラム作成に費やしたとすれば 1,000 万円×1/2 を算

定基礎とするという記載方法でよいか？ 

→ そのとおりです。今回の事業に従事する時間分の人件費を算出してください。 

・ １つの実施主体で複数の領域を申請する場合の基準額はどうなるのか。 

→ 基準額は１つの領域あたり 1,814千円ですが、１人の事務職員が兼任するな

どの場合に重複計上とならないよう注意してください。 

・ １つの領域で複数のプログラムを作成する場合、別々に記載してもよいか。 

→ １つの領域では、１つのプログラムを申請してください。 

・ 昨年度に生じた経費について、請求してもよいか。 

→ 今年度の事業は、今年度中に生じた経費に限り、補助対象とします。 

 

 

 



５．補助額、積算（指導医派遣等） 

・ 指導医の派遣等に係る経費の基準額はいくらか。 

→ １つの派遣計画あたり 3,200千円／年間（産科、小児科の場合は 4,600千円

／年間）を基準額とします。ただし、派遣月数に応じて、基準額は減額されま

す。 

・ 指導医の派遣等が９月 10日から 10月８日までの間行われる場合、基準額の

算定の基礎となる派遣月数は２月となるのか。 

→ この場合は、１月となります。 

・ 指導医の派遣等に要するどのような経費が補助されるのか。 

→ 派遣等に伴う代替医師の雇上げのための謝金、人件費、及び出張指導に係る

諸手当、人件費の経費並びに旅費がかかることを想定しており、そのための経

費を補助するものです。 

・ 支出予定額明細書の代替医師雇上経費について、例えば年間の雇上経費が 800

万円の職員を採用した場合に、そのうち派遣計画が半年間となるときの支出予

定額は、800万円×1/2を算定基礎とするという記載方法でよいか？ 

→ そのとおりです。今回の事業に従事する時間分の人件費を算出してください。 

・ １つの医療機関で複数の派遣計画を申請する場合の基準額はどうなるのか。 

→ １派遣計画ごとに申請してください。 

 

６．補助額、積算（総合診療研修の促進支援） 

・ 総合診療研修に係る経費の基準額はいくらか。 

→ １箇所あたり、往復分として 322千円を基準額とします。 

・ 総合診療研修に要するどのような経費が補助されるのか。 

→ 専攻医が総合診療研修の対象経費としている旅費については、へき地・離島

等の医師不足地域の医療機関において、研修を受けるために必要となる交通費

及び宿泊費としており、そのための経費を補助するものです。 

・ 以下のような経費も補助対象となるのか。 

ア．当該研修のために滞在する宿舎から研修を受ける医療機関への通勤に要す

る交通費 

イ．当該研修期間中、休診日を利用して一時的に帰宅等のために要する交通費 

ウ．当該研修開始前日の宿泊費 

エ．当該研修期間中、継続して滞在するために要する休診日における宿泊費 

→ いずれも補助対象となります。 


